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Ａ. 研究目的 

障害者自立支援法が改正され「障がい者制度改

革推進本部等における検討を踏まえて障害者等の

地域生活を支援するための関係法律の整備に関す

る法律」が成立したことで、平成２４年から障害

児福祉サービスの仕組みが大きく変わった。特に

障害児通所支援事業所の数・設置率は拡大してい

る一方、サービス内容が事業所の裁量に任されて

きたこともあり、事業所間での支援の質の格差が

大きいことが問題となっている。 

これまで質の格差問題に対して、平成２９〜３

０年度には厚生労働科学研究費補助金「障害児支

援のサービスの質を向上させるための第三者評価

方法の開発に関する研究」の助成を得て、障害児

支援事業所に対する新たな、第三者による外部評

価モデルの提案（外部評価項目および評価者養成

プログラム作成）を行なった。さらに平成３１年

度は同補助金「障害児支援のサービスの質の向上

のための外部評価の実施とその検証のための研

究」の助成を得て、このモデルに基づき、評価者

養成プログラムを実施し、プログラムの有効性を

【研究要旨】 
平成２４年から障害児福祉サービスの仕組みが大きく変化し特に障害児通所支援事業所の数・

設置率は拡大している一方、事業所間での支援の質の格差が大きいことが問題となっている。 
本研究では質の高いサービスを提供するために何が必要か、現状の障害児支援はどのような効

果があるのかを検討する。 
これまでの幼児期および児童期への介入効果に関する文献のレビューを行い、その上で、

TEACCH、ABA、ペアレントトレーニング、作業療法等やその他の特定のプログラムを実施し

ている事業所および特定のプログラムを実施していない事業所において、利用者への介入効果の

検証、および介入プログラムの普及を促進・阻害する要因の調査を実施した。 
その結果、利用者への介入効果の検証については児の不適切な言語、保護者の育児ストレスの

減少が見られた。また週 10 時間の 1 年間の ABA に基づいた早期療育の結果、発達水準および適

応行動の有意な上昇が認められた。 
文献レビューと支援員への質問紙調査からは支援者への適切な研修を提供できるシステムの構

築が課題であること、支援者への教育に十分に費用や時間をかけられない現状があることが明ら

かになった。我が国においては支援者への研修機会の提供と研修内容の充実が求められる。 
 
新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、利用児の通所頻度の減少などのために十分な評価が

できなかった。 
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検証すると共に、全国約 140 カ所の通所支援事業

所に対し外部評価を行い、その内容の妥当性を検

証することで、本問題に取り組んできた。 

これまでの研究では ICF の視点、個別支援計画

の作成や検証方法の適切性、合理的配慮の適切

性・妥当性等の介入内容の前提となる状態の評価

を行なってきた。 

本研究では文献レビューに加え、先行研究を踏

まえて研究を発展させる。先行研究で明らかとな

った質の高いサービスを提供するために必要な項

目、また障害児本人たちの障害特性や認知および

知能発達、さらには適応行動を測るための尺度、

問題行動を評価するための尺度といった標準化さ

れた客観的評価を用い、TEACCH、ABA、ペアレ

ントトレーニング等の介入前後の状態を評価し、

どのようなプログラムが個人のどの要素に有効

か、またどのようなニーズを持った児童に適して

いるかなどを検証する。さらに職員に対してもプ

ログラムの適応や有効性に関して意見聴取するほ

か、仮にそれらのプログラムの実施が難しい場合

は、その理由などを聞き取る。 

これらの調査から多様な障害特性やニーズを持

った児童のどのような要素に、どのプログラムが

有効か、また幅広い事業所で必要なプログラムを

実施できるようにするためにはどのような取り組

み・工夫等が必要かを検証する。 

 

Ｂ．研究方法 

これまでの幼児期および児童期への介入効果に

関する文献のレビューを行う。その上で、TEACCH、

ABA、ペアレントトレーニング、作業療法等やその

他の特定のプログラムを実施している事業所およ

び特定のプログラムを実施していない事業所にて

（1）利用者への介入効果の検証①②、および（2）

介入プログラムの普及を促進・阻害する要因の調査

を実施する。 

 

(1) 利用者へのプログラム別の介入効果の検証① 

障害児通所支援事業所を利用している児、合計

14 名に、プログラム開始前と 3 ヶ月間経たのち

の状態に関して、障害特性、発達水準、適応行動、

問題行動等を評価し、介入プログラムがどの評価

項目にどの程度有効であったかを解析する。 

 

利用者への介入効果の検証② 

 ABA を主とした介入プログラムの有効性 

障害児通所支援事業所を利用している知的障害・

発達障害児を主とする事業所の利用児 20 名に、

週 10 時間（集団 9 時間、個別 1 時間）の ABA に

基づく発達支援を実施し、プログラム開始前と半

年および 1 年間経ったのちの状態に関して、新版

Ｋ式発達検査、Vineland-II 適応行動尺度で評価

し、どの評価項目に変化がよりみられたかを解析

する。 

 

(2) 自閉症スペクトラムへの応用行動分析に基づ

く早期介入の課題 

  現在、最も早期介入についてのエビデンスが蓄

積されている米国における応用行動分析に基づい

た早期介入研究を概観し、我が国における自閉症

スペクトラムの早期介入システムの課題について

文献検討した。 

 

(3) 介入プログラムの普及を促進・阻害する要因

の調査：支援者への意見聴取 

障害児通所支援事業所で勤務している支援員、

合計 38 名に、特定のプログラムを実施するに至っ

た経緯や実施した理由、実施するための取り組み

や工夫、対象者の選定、他のプログラムあるいはい

ずれのプログラムも実施しない理由などを調査す
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る。 

 

 これらを基に、障害児通所支援事業所でどのよ

うにプログラムを活用すると効果的かについて

モデル事例をあげながら支援方法を提案し、事業

所で実施可能なレベルでのプログラムの提案を

行う。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針に則り、また大正大学ほか関係機関の生

命倫理委員会の承認を得て、それに基づき実施す

る。研究対象者が福祉サービス利用者（小児かつ

障害児）の場合、保護者に対して書面にて研究の

内容等を説明し、同意を得て実施する。また対象

者本人に対してもインフォームド・アセスメント

を実施する。対象者が支援者（成人で障害がない）

の場合、本人に対して書面で説明し、同意を得て

実施する。 

得られたデータは連結可能匿名化して扱うが、

個人情報の漏洩のないようにセキュリティ管理

された部屋のパスワードのかけられたパソコン

で扱い、パスワード式のディスクに保存する。デ

ータ・ディスクの保管は鍵の掛かるロッカーにて

行う。研究結果の発表に際しては、個人が特定さ

れないように数量化した結果のみ扱う。 

また新型コロナウイルス感染拡大の防止の観

点から、感染対策を講じ、原則的に対面での調査

は極力避けて実施する。 

 

Ｃ．Ⅾ．研究結果と考察 

１．利用者への介入効果の検証 

① 利用者へのプログラム別の介入効果の検証 

新規に障害児通所支援事業所でのサービス利用

が開始となった 14 名の児およびその保護者に対し

て、児の適応行動、障害特性、問題行動、保護者の

生活の質、育児ストレス、身体的・精神的健康状態

に関する質問紙調査を、サービス利用開始時および

開始後 3ヶ月経った時点で実施した。 

 サービス利用開始時と比べ、３ヶ月経った時点で、

統計学的に有意な差がみられた項目は、子ども側の

因子としては、ABC-Jの不適切な言語の項目、また

保護者側の因子としては、育児ストレスの子どもの

側面に関してであった。前者はしゃべりすぎる、同

じことを繰り返し言う、大きな声で独り言を言うな

どの項目である。後者は保護者の感じる子どもの反

応性の低さ・子どもに問題を感じる、反応の過敏さ・

不機嫌さという項目である。両項目に因果関係があ

るかは今後詳細に検討する必要があるが、少数例で

の前向き研究では、3ヶ月という短い介入であった

がこれらの項目に改善効果があった可能性が示唆

された。 

 ただし新型コロナウイルス感染拡大の影響を受

け、利用の自粛、つまり介入強度の低い状態での評

価となった。また評価期間も非常に短い。新規利用

事例も抑制的な中での研究で、対象者症例も少なく、

プログラムごとでの介入効果の解析を行うことが

できなかった。さらに症例数も限られており、パイ

ロット的な研究であることから、多重性の問題も考

慮していない。 

 本研究に関しては、今後はさらに症例数を増やし、

プログラムごとの介入効果の違いを検証すること

が期待される。またより長い期間での介入効果の評

価が必要であると考える。 

 

② 利用者への介入効果の検証 

知的障害と発達障害を抱える児を主な利用対象児

とする障害児通所支援事業所に通所する 2 歳児に対

して、週 10 時間の 1 年間の早期療育の結果、発達水

準および適応行動の有意な上昇が認められることが
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明らかになった。発達的側面では、すべての側面で

半年後の上昇が認められ、1 年後にはその水準を維

持していた。適応行動については、すべての側面で

半年後の上昇が認められ、コミュニケーション、日

常生活スキル、対人関係の側面は 1 年後もさらなる

上昇が認められ、運動スキルの側面は 1 年後の維持

が確認された。発達障害および知的障害のある幼児

に対するグループ療育の有効性を検討した研究は少

ないが、自治体が主催する親子参加型の折衷型グル

ープ療育に隔週 2 時間参加した自閉症スペクトラム

症のある幼児の 2 歳から 3 歳にかけての発達水準を

比較したところ、言語・社会領域 DQ のみが上昇し

たという結果であったため、本研究では週 10 時間と

いう集中的な基軸行動発達支援法に基づくグループ

療育の有効性が確認された。2 歳という最早期にお

いて、集団での支援プログラムの有効性を定量的に

示した研究はほとんどなく、本研究で得られた結果

は我が国における集中的な早期支援の有効性を示す

重要な知見の 1 つとなるであろう。 

 本研究の限界は複数ある。対象数が少ないこと、

対象の特徴が不明であること、対照群を設けていな

いことなどがある。今後対象数を増やし、また対照

群を設定してより質の高い研究デザインで実施する

必要がある。また、対象の特徴について、より詳細

にアセスメントを行うことが求められる。さらに、

今回は集団での分析であるため、今後本研究で行っ

た支援プログラムの恩恵を受けやすい幼児の特徴な

ど丁寧に検討していく必要がある。

２.自閉症スペクトラムへの応用行動分析に基づく

早期介入の課題

我が国では児童発達支援事業にかかわる支援者

に対しての研修システムが乏しく ASD のための適

切な支援方法研修を効率的に提供できるシステム

の構築が急務である。また ASD の臨床ニーズは早

期療育によって発達的なキャッチアップが得られ

たとしても、児童期以降に対人関係や社会性に関す

る困難性を有するリスクや、問題行動や精神疾患の

併存リスクに対しては、都度その状態に合わせた個

別的支援を要するため ASD においては早期介入も

含めた重層的な支援体制の検討も必要と考えれら

た。

３． 介入プログラムの普及を促進・阻害する要因

の調査

 全国の障害児通所支援事業所で実践されている

支援プログラムの実態を調査し、有効性が実証され

ているプログラムの実施を促進・阻害する因子を、

当該施設で勤務する支援員への質問紙調査にて調

べた。 

全体のうち 92.1%のものが集団での活動のみなら

ず 1 対 1 での活動を行なっており、60.5%のものが

活動全体の 2〜3 割の時間が 1 対 1 での活動である

とのことであった。したがって障害児通所支援事業

所で実践されている多くのプログラムが利用児童

の個別性を尊重して対応していることが示唆され

た。 

他方、介入技法に関しては神経発達症児への介入

効果のエビデンスのあるプログラムである TEACCH 、

ABA、PECS のいずれかあるいは複数を行なっている

と回答したものは集団活動の場面においては29.7%、

1 対 1 での活動の場面においては 37.1%と比較的少

数にとどまった。参考にしているプログラムがない

と回答したものは集団活動の場面においては 43.2%

で、そのうち 62.5%は独自のプログラムであった。ま

た 1 対 1 の活動の場面においては 34.3%が参考にし

ているプログラムがないと回答し、そのうちの50.0%

は独自のプログラムを行なっていた。つまり 6〜7割

のものが介入効果のエビデンスがあるプログラムを

参考にしておらず、その半数程度が参考にしている
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プログラムはないと回答した。さらにそのうち 5〜6

割程度のものは独自のプログラムを実施していた。 

支援ニーズの種類によって、特定のプログラムが

選択されやすい傾向がみられた。具体的には、発達

の維持・促進に対しては PECS、ソーシャルスキルト

レーニング、感覚統合が採用されやすく、身辺自立

などを含む生活技能の維持・向上およびコミュニケ

ーション機能の維持・向上に対しては TEACCH、ABA

が、また問題となる行動に対しては TEACCHが採用さ

れやすい傾向が示された。 

これらのことから、障害児通所支援事業所におい

ては、利用児童の個別性を尊重し対応しているもの

の、未だに根拠が検証されたプログラムより独自の

経験則に基づくやり方を採用している施設が多く

存在すること、生活技能の維持・向上およびコミュ

ニケーション機能の維持・向上などの特定のニーズ

に対しては TEACCH や ABA が参考にされやすいこと

がわかった。また参考にしているプログラムはない

と回答したものの、参考にしたいプログラムはあり、

職員の知識・経験不足から実施できていないと回答

したものも多く存在した。 

 有効性が実証されているプログラムの実施を阻

害する要因としても、職員教育の困難さ、実践自体

の困難さ、実施したとしてもスーパービジョンを受

けることができないということがあがっていた。さ

らに事業所で実践をしたとしても、家庭や他への汎

化の困難さを半数近いものがあげていた。 

 こうした問題が生じる背景には各事業所における

内部研修の実施や外部研修などに対するサポート体

制の違いが挙げられる。職場内研修が実施されてい

る事業所は 13.2%に留まる。外部研修に関しても

10.5%の事業所は、研修に参加する際に代休を取得で

きたり費用を職場で負担してくれると回答したが、

他は自己負担で研修に参加したり、休日を利用して

参加している状況である。そのため、無料の外部研

修のみ参加している、研修には参加せず書籍で対応

しているなどの状況にあるものも存在した。事業所

としても支援の質の向上をはかりたいが経営とマン

パワーとの関係から、支援や支援者への教育に十分

に費用や時間をかけられない現状があるとの内容の

回答も非常に多くみられた。 

 今回の調査ではその趣旨を理解し参加の同意を表

明したものに対して実施しているため、支援に対し

て積極的に各種プログラムの実施を取り組んでいる

事業所がより多く参加したことが想定される。した

がってサンプリングバイアスが存在し、支援や各種

プログラムの活用に消極的な事業所は参加していな

い可能性がある。実際には潜在的には参考にしてい

るプログラムがないものの割合がより高いかもしれ

ない。また各種プログラムを参考にしているかを評

価したが、参考にしているという程度も一様ではな

い。実際にプログラムの効果が発揮される水準で支

援が行われているのか、プログラムの実施の水準を

評価する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、まず文献的に神経発達症児の介入プ

ログラムとして有効性が示唆されているものを調

査し、さらに日本での問題を検討した。その上で、

障害児通所支援事業所に通所している児童に対し

て ABAやその他のプログラム、あるいは特定のプロ

グラムがなく支援しているケースも含め、前向きに、

児の発達や適応行動、障害特性や問題行動、さらに

は保護者の育児ストレスや生活の質、身体的・精神

的健康状態を評価した。その結果、児の発達や問題

行動、保護者の育児ストレスの側面に効果がある可

能性が示唆された。 

 他方で、障害児通所支援事業所に勤務している支

援員への調査において、介入効果のエビデンスのあ

るプログラムの実施率は概ね 30%程度に留まり、い
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ずれの介入技法も参考にしていない、あるいは独自

にプログラムを組んでいるというものが多かった。

したがって根拠に基づく介入の重要性の啓発が引き

続き重要であることが示唆された。さらに採用した

いプログラムがあるが職員の研修が体制上難しく、

職員各自の自助努力に依存している現状も多く報告

された。施設による特性は様々であるが現状、評価

が一様である。施設の取り組み状況等により評価す

るなど制度設計への期待も多く報告された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

Inoue, M., & Kaneko, S. (2020). Survey of Japanese 
Welfare Facility Staff and Special School Teachers 
Facing Difficulties at Work with Persons with 
Challenging Behaviors. Yonago Acta Medica, 63(4), 
326-334. 
Inoue, M., & Oda, M. (2020). Consultation on the 
Functional Assessment of Students with Severe 
Challenging Behavior in a Japanese Special School for 
Intellectual Disabilities. Yonago Acta Medica, 63(2), 
107-114. 
Haraguchi, H., Yamaguchi, H., Miyake, A., Tachibana, 
Y., Stickley, A., Horiguchi, M., Inoue.M,. Noro F. & 
Kamio, Y. (2020). One-year outcomes of low-intensity 
behavioral interventions among Japanese preschoolers 
with autism spectrum disorders: Community-based 
study. Research in Autism Spectrum Disorders, 76, 
101556. 
 

２．学会発表 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 なし 

 2. 実用新案登録 なし 
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Ａ. はじめに 

自閉症スペクトラム(以下 ASD) の有病率は、

米国 CDC の 2016 年の調査では 8 歳の子ども

1,000 人あたり 18.5 (54 人に 1 人) であり

(Maenner et al., 2020)増加傾向にある。米国で

は、出生から 3 歳までの発達の遅れもしくは

障害がある子どもは、個別障害者教育法 

(IDEA) のパート C により連邦政府が義務付

ける州の資金による発達支援サービスを受け

ることができる。米国における早期介入のシス

テムや開始年齢については州によって差はあ

るが、ASD の場合、ほとんどの子どもたちは、

他の発達上の懸念から、診断評価の前になんら

かの介入を開始している  (Monteiro et al., 

2016)といわれている。確定診断後は ASD に特

化した早期介入プログラムに移行することが

必要となる。確定診断のために、支援を提供す

るプロバイダーが ASD の診断援助のためのス

クリーニングを実施している地域もある

(Eisenhower, et al., 2021; Rotholz, et al., 

2017) 。特に最近米国では有色人種や第一言語

が英語以外の人々の診断遅滞による格差を是

正するため、プロバイダーを訓練し、多段階シ

ステムによる ASD スクリーニングシステム

（Eisenhower, et al., 2021）が検討されてきて

いる。 

我が国においては発達障害者支援法によっ

て早期からの療育が推奨され、高い受診率があ

る 1 歳半健診に ASD をスクリーニングするた

めのツールを組み込む地域も増えてきている

が、チェックアップ後の早期の ASD 診断から

早期介入という流れが確立している地域は少

ない。制度的に児童発達支援事業の拡大に伴っ

て早期療育の提供が可能になってきているが、

3 歳以前の ASD に特化した早期介入は実施機

関が限定されシステムが確立しているとは言

えない現状にある。 

本論では主として応用行動分析を中心とし

た ASD の早期介入研究の動向について概観し、

わが国における早期介入システムの課題につ

いて述べる。 

 

【研究要旨】 
 自閉症スペクトラムのリスクがある子どもたちを適切に特定し、効果的な早期介入プログラ

ムを提供することは、近年の自閉症スペクトラム支援において大きな課題であり続けている。

本論では米国における応用行動分析に基づいた早期介入研究を概観し、我が国における自閉症

スペクトラムの早期介入システムの課題について考察した。 
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Ｂ．本論 

米国における自閉症スペクトラムの早期介入研

究の経緯 

Centers for Medicare and Medicaid Services 

(CMS)は 2014 年 7 月に Clarification of 

Medicaid Coverage of Services to Children 

with Autism（自閉症の子どもへのサービスのメ

ディケイド適用範囲の明確化）という告示を発行

し、応用行動分析 (以下 ABA)は、メディケイドの

早期定期スクリーニング、診断、および治療の規

定に基づく 21 歳未満の患者に対する給付とし

て提供されることとなっている。 

ABA による ASD の早期介入は Lovaas（1987)に

よって大きなインパクトを与えることとなった。

Lovaas（1987)は、介入群として 2、3歳の自閉症

児 19名に対して週平均 40時間の療育を 2年以上

にわたって実施した。また統制群として週 10 時

間以下の治療を受ける群（19名）と別の機関で処

遇される群（21名）を設定した。その結果、７歳

時点での介入群の平均 IQ83に対して統制群の IQ

値はそれぞれ 52、58 であり著しい改善が示され

た。また介入群の 12 名は小学校入学前に知的に

正常域に達し、さらにそのうち 9名は普通学級へ

編入したことが報告された。 

またその後 McEachin et al.(1993)は、

Lovaas(1987)の研究に参加した 9 名の子どもの

うち 8 名は 13 歳になった時点のフォローアップ

において知能検査と適応行動尺度で同年代の定

型発達児と区別がつかなかっただけでなく普通

クラスでサポートなしで過ごせていることを報

告している。Lovaas(1987)によって報告された研

究結果は、当時の自閉症介入研究の中では先例の

ないものであったため、発表以来、多くの論争を

生んだ。特に Lovaas（1987）が、自閉症からの「最

良の結果」(best outcome)や「回復」(recovery) 

という考えを紹介したことも焦点の一つとなっ

た。 

Lovaas & Smith (1989)は、彼らの一連の研究

結果から、「多くの ASD児は、ある環境下で他の

人間と同じくらい多くのことを学習することが

可能であり、その困難は逸脱した神経系と平均的

または典型的な環境との間のミスマッチである

と見なすことができる。」と主張し、ASDにとっ

て個々の行動を効果的に学習可能にする環境と

して、１対１の集中的な DTTの必要性を指摘した。

Lovaas(1987)以降の EIBI は、無作為化試験も含

め、様々な研究機関や研究者によって、指導時間

数や比較群を変えた多くの追試研究が行われて

きた。様々なタイプに分化・拡大した EIBI に対

する統一的な定義として Maurice, Green,& Foxx,

（2001）は、（a）行動分析の原理に基づいて体系

的に実施される治療アプローチであること、（b）

できるだけ早期に、好ましくは 3歳までに適用さ

れること、（c）般化手続き(他の人や場面で自発

できるための指導手続き)の前に 1 対 1 の個別指

導形式が提供されること、（d）個別化され、かつ

包括化された多くのスキルを対象とすること、（e）

発達に基づいた階層的なスキルが組み込まれて

いること、（f）親の教育サービスと連携して使用

されていること、などをあげている。 

Lovaas(1987)以後の代表的な研究である

Sallows ＆ Graupner(2005)では、ASDのある児

24名（35〜37ヶ月）をクリニック主導群（n=13）

と親主導群（n=10）に分け、先の Lovaas による

UCLA モ デ ル の 治 療 に 加 え て PRT(Pivotal 

Response Training)、絵カードを使用した拡張コ

ミュニケーション、仲間との社会的遊び、好きな

活動の参加、包括的な就学前授業への参加などを

取り入れた治療を二年間実施した。クリニック主

導群は 1年目に週平均 39時間、2年目は 37時間
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の治療を、さらに 6～10 時間/週のシニアセラピ

ストのスーパービジョンを受けた。親主導群は 1

年目で平均 32 時間、2 年目で 31 時間の治療を、

加えて 6 時間/月のスーパービジョンを受けた。

ポストテスト時の測定値には両群に統計的に有

意な差はなく、両群あわせて 23人中 11人（48％

クリニック主導群 5人,親主導群 6人）が、IQ平

均が 55 から 104 に増加した。これら高成績を示

した Rapid learnersは、全 IQ、言語性 IQ、動作

性 IQ、受容言語、表出言語、Vineland、ADI-Rに

おいて標準域に達し、フォローアップでも通常教

育で支障なく教育を受けていることが報告され

た。 

ASD の早期療育に対するレビュー研究

（Rogers,& Vismara,2008;Smith,& Iadarola,2015)に

おいても、EIBIは「十分に確立された治療」とさ

れ 、 最 近 の メ タ 分 析 研 究

(Makrygianni,Gena,Katoudi,& Galanis, 2018)におい

ても、EIBIによる IQとコミュニケーションの改

善について高い有効性が指摘されている。 

しかしながら EIBI においてもすべての子どもに

著しい効果をもたらすわけではない。先の

Sallows＆Graupner(2005)において、低 IQ（44未

満）および言語の欠如（36ヶ月間の単語なし）で

あった Moderate Learnersとされた 12名は、事

前・事後の各尺度では有意な改善はほとんど見ら

れなかった。重度の知的障害を伴う ASD児おける

音声言語の獲得の困難性は、それ以前の EIBI 研

究からも指摘されている。ASDのタイプによって

は EIBI によって音声言語の獲得だけを目指すの

でなく、同じく応用行動分析をベースにしたプロ

グ ラ ム で あ る PECS （ Picture Exchange 

Communication System; Bondy & Frost,1994）のよ

う な 補 助 代 替 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

(AAC:Augmentative and Alternative Communication）

の指導プログラムを併用することが重要な選択

肢と考えられる。 

EIBI の費用は、年間 40,000 ドルから 60,000 

ドルの範囲とされており、ASD の子どもにかかる

社会的費用は 2011 年に 90 億ドルを超えると

推定されている(Amendah et al., 2011)。したが

って、より早期に ASDのリスクがある子どもたち

を適切に特定し、効果的な早期介入プログラムを

提供することは、近年の ASD支援において大きな

課題であり続けている。 

自然的発達行動介入 

ASD の二歳時点での診断技術の向上 (Lord, 

et.al.,2006)などによって、さらに早期からの療

育開始が期待されるようになってきた。この中で、

新たな行動論的アプローチとして、自然的発達行

動介入（ NDBI： Naturalistic Developmental 

Behavioral Interventions）に関する研究が進め

られてきている。  

NDBIの源流は、かつて般化促進のために開発さ

れた日常場面での言語指導技法である機会利用

型指導法（IT; Incidental Teaching）と、発達

心理学から得られた前言語発達に関する知見の

融合にある(Schreibman et al.,2015)。主な NDBI

として、基軸行動発達支援法（PRT：Pivotal 

Response Training)、早期介入デンバーモデル

(ESDM：Early Start Denver Model)、JASPER(Joint 

Attention, Symbolic Play, Engagement and 

Regulation)、などがあげられる。 

前述のように NDBI の特徴は、乳幼児期の ASD 児

における視線や注意や情動の共有といった前言

語的行動に関する発達科学の知見を取り入れた

ことにある。具体的には大人との適切なかかわり

の中でのアイコンタクトや模倣や自発的なコミ

ュニケーション行動を強化することで、その後の

言語発達全体の促進と、ASD症状の顕在化や重篤
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化の抑制を目的としている。 

Smith,& Iadarola,(2015)によるレビュー研究

では、NDBI を含む DSP（developmental social-

pragmatic）によるエビデンスレベルの向上が指

摘されている。 

地域による効果研究 

米国では 2002 年 10 月から 2004 年 5 月にかけ

て、国立精神衛生研究所（NIMH）の支援を受けた

ワーキンググループが、ASDへの心理社会的介入

に関する調査・研究の指針を作成した。この指針

をもとに Smith,et.al (2007)は、治療効果を科学

的に検証するためには統制された研究によって

特定の治療法の有効性が実証された後、をすすめ

るべきであるとした。「efficacy study」という

用語は、厳密な実験統制下もしくは実験室タイプ

の設定で実施される研究に対して使用される。こ

れに対して「effectiveness study」という用語

は、地域の臨床現場で働くスタッフが行う幅広い

クライアントへのサービス提供による効果研究

を指す(Howard, Moras, Brill, Martinovich, & 

Lutz, 1996) 。例えば EIBIに関する地域社会で

の実証研究の一つとして Eldevik, Hastings, 

Jahr,& Hughes(2011)は、平均年齢 3.5 歳の ASD

診断のある児を対象に、通常の治療を受けている

12人の対照群と、13.6時間の 1対 1の EIBIを 2

年間受けた 31人を比較した結果、EIBI群の子ど

もは、フォローアップ時に IQ および適応機能の

両方で有意に高いスコアを得た。 

現在 EIBIだけでなく NDBIにおいても同様に地

域社会における実証研究が進められている。現在

の研究動向としては、早期の診断から早期療育研

究へ、DTT による EIBI から遊びや日常的なかか

わり場面を利用した NDBI へ、クリニックベース

から家庭や園学校ベースでの指導へと展開して

きている。NDBI においても ASD 児が低年齢で不

適応行動のパターンを確立する可能性が低い場

合において大きな有効性を示す（Schreibman 

et.al.,2015）と指摘されている。今後、２歳代で

の介入研究の増加とともに ASD のタイプ別の効

果、長期的フォローアップ研究などが求められる。 

我が国における ASDに関する早期介入の課題 

前述のように ASD の早期療育においては、ABA

に関連したアプローチが高いエビデンスを示す

ことが多くの研究によって示されてきた。しかし

日本のように ABA の専門家が不足している地域

では、ABAによる療育を受けることが困難であっ

たり、受けることができたとしても低強度（療育

時間や回数が少なく制限される）であったり、養

育者の経済的コストが高くなる傾向にある。 

Haraguchi et.al(2020) は、低強度の行動的介

入（週平均 5.5時間）または非 ABAの介入を受け

た ASD のある就学前の子どもたちの行動変化を、

日本の地域で 1年間にわたって実施、追跡し、比

較した。結果、地域で介入を受けている子どもた

ちは、言語と社会性発達の改善を示した。特に低

強度の ABA を受けた子どもたちの改善の程度は、

非 ABA の介入を受けた子どもたちよりも言語と

社会性発達において統計的に有意であった。また

これらの改善は、特に 1対 1の介入の合計の強度

に関連していた。また他のアウトカム指標の改善

の程度にグループ差はみられなかった。 

この結果は、ASDのある就学前の子どもたちを

対象とした地域ベースの療育において、低強度の

ABAが言語・社会性発達促進に有益であることを

示している。米国のような集中介入は困難であっ

ても、支援提供施設での低強度 ABA療育に加えて、

ペアレント・トレーニングや親を媒介とした家庭

療育との組み合わせが現状としては現実的なの

かもしれない。 

わが国では制度的に児童発達支援事業の拡大
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に伴って早期療育の提供が可能になってきてい

るが、ABAを取り入れた民間療育機関は首都圏や

大都市に限定され、数的にも不足している。また

これらの療育機関に関する調査においては、スタ

ッフの確保と育成、親の経済的負担が大きな課題

となっている（井上ら,2015)。 

ABAによる介入は、専門書を読んだり講義を聴

いたりしただけで効果を上げられるものではな

く、専門知識に加えて臨床現場でのスーパービジ

ョンが必要である。普及のためには専門家の養成

が不可欠である。米国を中心に認定行動分析士

BCBA(Board Certified Behavior Analyst）など

の資格認定基準が設けられているが、わが国では

行動分析学を学べる大学や大学院は限られ、また

大学院卒のセラピストが十分な報酬を受けるこ

とは未だ困難な現状にある。 

Inoue & Takagi (2021)は発達障害のあるま

たはその疑いのある子どもを担当する幼稚園教

師と保育士に WEBを介した 6回のオンライン講義

と 2 回のオンライン相談によって機能的行動評

価（FBA）に基づくプログラムを提供した。10人

の支援者全員が FBAを実施し、7人が個別の行動

支援計画(BIP)を作成し、問題行動を記録し改善

が示された。このようにネットを介した講義や

OJTによる研修システムは効率的であり、今後の

普及が望まれている。現状の児童発達支援事業に

かかわる支援者に対して ASD のための適切な支

援方法研修を効率的に提供できるシステムの構

築が急務であると考える。 

ASDの臨床ニーズは、認知、言語、運動、身辺

自立、社会性、情動、集団適応、問題行動、余暇、

就労、心理的併存症など広範囲の発達領域にまた

がり、それらは成長に伴って変化する。早期療育

によって発達初期に知能や言語発達が促進され、

ある程度発達的なキャッチアップが得られたと

しても、児童期以降に対人関係や社会性に関する

困難性を有するリスクや、問題行動や精神疾患の

併存リスクに対しては、都度その状態に合わせた

個別的支援を要する（井上,2015）。ASDにおいて

は早期介入も含めた重層的な支援体制の検討も

必要となる。 
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令和２年度 厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業 

「障害児支援の質の向上を図るための各種支援プログラムの効果検証のための研究」 

分担研究報告書

支援プログラムの介入効果の検証 

研究分担者  宇野 洋太 （大正大学カウンセリング研究所） 

 

 

 

 

Ａ. 研究目的 

障害者自立支援法が改正され「障がい者制度

改革推進本部等における検討を踏まえて障害

者等の地域生活を支援するための関係法律の

整備に関する法律」が成立したことで、平成２

４年から障害児福祉サービスの仕組みが大き

く変わった。特に障害児通所支援事業所の数・

設置率は拡大している一方、サービス内容が事

業所の裁量に任されてきたこともあり、事業所

間での支援の質の格差が大きいことが問題と

なっている。

他方で国際的には神経発達症のある幼児お

よび学齢期の児童に対して、有効性を示す介入

技法のエビデンスが集積しつつある。具体的に

は取り分け TEACCH Autism program（以下，

TEACCH）や応用行動分析（Applied Behavior 

Analysis，以下 ABA）およびそれを基本にした

Picture Exchange Communication System（以

下、PECS）、ペアレントトレーニングなどと

いったプログラムである。

こうした有効な介入方法が明らかとなりつ

つある現状にも関わらず、事業所間での支援の

【研究要旨】

 近年、障害児通所支援事業所の数・設置率は拡大している一方、サービス内容が事業所の裁

量に任されてきたこともあり、事業所間での支援の質の格差が大きいことが問題となってい

る。世界的には神経発達症のある幼児および学齢期の児童に対して、有効性を示す介入技法の

エビデンスが集積しつつある。本研究では障害児通所支援事業所で実施される介入プログラム

が障害児やその保護者のどのような側面に有効であるのかを検証することである。どのような

側面に有効であるかがわかると多様なニーズを持つ児童に対し、どういった事業所を利用すれ

ば良いのか、あるいは事業所としてはどういったサービス・プログラムを提供すれば良いのか

が明確になる。

本研究では障害児通所支援事業所に新規に通所開始となった児童 14 名とその保護者に対し

て児の適応行動、障害特性、問題行動、また保護者の生活の質、育児ストレス、身体的・精神

的健康状態を質問紙法にて、利用開始時および開始３ヶ月後に評価した。利用開始３ヶ月後に

は児の問題行動の不適切な言語のサブスケール、また保護者の育児ストレスの子どもの側面で

の改善が認められた。

 したがって問題行動や育児ストレスへの介入効果が示唆された。ただし少数例での短い観察

期間での研究である。今後はより大規模での前向き研究が期待される。そのことでさらにプロ

グラム内容に基づいた効果の検証が期待される。
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質の格差が大きい状況にあるため、本研究では

支援プログラムが児のどのような側面に効果

があるのかを検証した。どのような側面に有効

か、それぞれのプログラムの特色がわかれば、

多様なニーズの児童に対し、どういった事業所

を利用すれば良いのか、あるいは事業所として

はどういったサービス・プログラムを提供すれ

ば良いのかが明確になる。 

 
Ｂ．研究方法 

障害児通所支援事業所に通所を 2020年 4月

以降に開始した児童で、4歳〜12歳までのも

ので、保護者からの同意の得られたもの、お

よびその保護者である。 

 

対象者 

 対象者は書面での同意の得られた 14 名である。

年齢は 4歳から 11歳（平均 7歳）で、男性 11名、

女性 3 名であった。そのうち軽度の知的障害のあ

るものは 5 名、重度・最重度のものは 3 名であっ

た。事業所の利用時間は週 0.5 時間から 35 時間

（平均 10.5時間）であった。 

 またこのうち10名のものは自閉スペクトラム症

の診断があり、診断のない 4 名のうち 2 名には染

色体・遺伝子異常が認められ、1名は言語発達遅滞

および発達性協調運動症と診断されていた。残る 1

名は先天性の心疾患と脳性麻痺がみられた。 

 

方法 

 サービス利用開始時、および開始後 3 ヶ月の時

点で児の適応行動、障害特性、問題行動、また保護

者の生活の質、育児ストレス、身体的・精神的健康

状態を質問紙にて調査した。 

 用いた質問紙は下記の通りである。 

・適応行動 

 旭出式社会適応スキル検査 

・障害特性 

 対人応答尺度-2 

・問題行動 

 異常行動チェックリスト日本語版 

・養育者の生活の質 

WHO Quality of Life 26 

・育児ストレス 

 Parenting STRESS Index短縮版 

・身体的・精神的健康状態 

GHQ精神健康調査票 30 

 

統計解析 

 サービス利用開始時および開始後 3 ヶ月の時点

での各パラメーターを Paired t検定で解析した。

両側検定で、有意水準は 5%とした。 

 

倫理的配慮 

本研究の実施に際して、大正大学の研究倫

理委員会の承認を得て、それに則り実施して

いる。参加者からは文書にて説明と同意の取

得を行なった。 

当初、対面での調査を予定したが、新型コ

ロナウイルス感染拡大防止を考慮し、全て質

問紙調査で実施した。 

 

Ｃ．研究結果（Appendix 1, 2参照） 

1. 適応行動 

 サービス利用開始時の全検査スキル得点の平均

は 191.3（24〜291）であった。また下位領域では

言語スキル 68.8（8〜91）、日常生活スキル 22.3

（0〜40）、社会生活スキル 45.0（8〜80）、対人

関係スキル 55.2（8〜87）であった。 

 開始後 3 ヶ月時点では全検査スキル得点の平均

は 199.0（26〜299）であった。また下位領域では

言語スキル 71.3（10〜98）、日常生活スキル 21.7
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（0〜35）、社会生活スキル 47.1（8〜77）、対人

関係スキル 58.9（8〜100）であった。 

 いずれの領域においても統計学的な有意差はみ

られなかった。 

 

2. 障害特性 

 サービス利用開始時の SRS-2 総合得点の平均は

62.0（28〜105）であった。また治療下位尺度は社

会的気づき 9.4（5〜15）、社会的認知 15.0（5〜

27）、社会的コミュニケーション 19.6（6〜32）、

社会的動機付け 9.4（4〜15）、興味の限局と反復

行動 10.2（2〜18）であった。 

 開始後 3 ヶ月時点では SRS-2 総合得点の平均は

66.1（23〜114）であった。また治療下位尺度は社

会的気づき 9.2（3〜18）、社会的認知 13.7（3〜

25）、社会的コミュニケーション 21.8（5〜41）、

社会的動機付け 9.3（4〜14）、興味の限局と反復

行動 12.1（0〜23）であった。 

いずれの領域においても統計学的な有意差はみ

られなかった。 

 

3. 問題行動 

サービス利用開始時の ABC-J 合計得点の平均は

26.4（2〜66）であった。またサブスケールは興奮

性 8.3（0〜23）、無気力 4.1（0〜13）、常同行動

1.3（0〜8）、多動 10.2（0〜27）、不適切な言語

2.4（0〜6）であった。 

開始後 3 ヶ月時点では ABC-J 合計得点の平均は

22.7（0〜66）であった。またサブスケールは興奮

性 6.4（0〜17）、無気力 3.3（0〜15）、常同行動

1.3（0〜6）、多動 9.7（0〜27）、不適切な言語 1.9

（0〜5）であった。 

不適切な言語において優位な改善が認められた

（t=.042）。 

 

4. 養育者の生活の質 

サービス利用開始時の QOL 合計得点は 82.4（64

〜97）で、平均は 3.2（2.5〜3.7）であった。また

下位尺度の身体的領域は合計 22.4（14〜27）・平

均 3.2（2〜3.9）、心理的領域は合計 18.9（13〜

23）・平均 3.1（2.2〜3.8）、社会的関係は合計 9.7

（7〜12）・平均 3.2（2.3〜4）、環境は合計 25.4

（19〜31）・平均 3.2（2.4〜3.9）、全体は合計 6.0

（3〜8）・平均 3.0（1.5〜4.0）であった。 

開始後 3ヶ月時点では QOL合計得点は 81.1（65

〜106）で、平均は 3.1（2.5〜4.1）であった。ま

た下位尺度の身体的領域は合計 22.1（16〜29）・

平均 3.2（2.3〜4.1）、心理的領域は合計 17.6（13

〜23）・平均 2.9（2.2〜3.8）、社会的関係は合計

9.7（6〜13）・平均 3.2（2.0〜4.3）、環境は合計

25.7（20〜35）・平均 3.2（2.5〜4.4）、全体は合

計 6.1（4〜8）・平均 3.1（2.0〜4.0）であった。 

いずれの領域においても統計学的な有意差はみ

られなかった。 

 

5. 育児ストレス 

 サービス利用開始時の SPI 短縮版における総点

の平均は 54.3（37〜79）であった。子どもの側面

は平均 27.3（14〜36）であり、親の側面は平均 27.0

（17〜43）であった。 

 開始後 3ヶ月時点では総点の平均は 49.4（31〜

67）であった。子どもの側面は平均 23.8（15〜32）

であり、親の側面は平均 25.7（13〜37）であった。 

子どもの側面において優位な低下が認められた

（t=.043）。 

 

6. 身体的・精神的健康状態 

サービス利用開始時の GHQ30 における合計得点

の平均は 7.8（0〜27）であった。合計得点がカッ

トオフポイントを超えたものが 6 名存在した。ま
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た下位領域は一般的疾患傾向 1.3（0〜5）、身体的

症状 1.7（0〜4）、睡眠障害 1.9（0〜5）、社会的

活動障害 0.9（0〜3）、不安と気分変調 1.3（0〜

5）、希死念慮 0.7（0〜5）であった。 

開始後 3 ヶ月時点では GHQ30 における合計得点

の平均は 7.8（1〜16）であった。合計得点がカッ

トオフポイントを超えたものが 5 名存在した。ま

た下位領域は一般的疾患傾向 1.8（0〜3）、身体的

症状 1.8（0〜4）、睡眠障害 1.6（0〜4）、社会的

活動障害 0.9（0〜2）、不安と気分変調 1.1（0〜

4）、希死念慮 0.7（0〜4）であった。 

いずれの領域においても統計学的な有意差はみ

られなかった。 

 

Ｄ．考察 

 新規に障害児通所支援事業所でのサービス利

用が開始となった 14 名の児およびその保護者に

対して、児の適応行動、障害特性、問題行動、保

護者の生活の質、育児ストレス、身体的・精神的

健康状態に関する質問紙調査を、サービス利用開

始時および開始後 3 ヶ月経った時点で実施した。 

 統計学的に有意な差がみられた項目は、子ども

側の因子としては、ABC-Jの不適切な言語の項目、

また保護者側の因子としては、育児ストレスの子

どもの側面に関してであった。前者はしゃべりす

ぎる、同じことを繰り返し言う、大きな声で独り

言を言うなどの項目である。後者は保護者の感じ

る子どもの反応性の低さ・子どもに問題を感じる、

反応の過敏さ・不機嫌さという項目である。両項

目に因果関係があるかは今後詳細に検討する必

要があるが、少数例での前向き研究では、3 ヶ月

という短い介入であったがこれらの項目に改善

効果があった可能性が示唆される。 

 他方で、本人の持っている本質的特性などへの

影響はみられなかった。また各種スキル面に関し

ても明らかな向上は認められなかった。介入期間

が短いことも影響されていると考える。 

 本研究は各種介入プログラムの介入効果を前

向きに検討したものである。研究開始時期に新型

コロナウイルス感染拡大が懸念される状況とな

り、急遽評価方法等の見直しを行なった。同時期、

障害児通所支援事業所も新規の受け入れを停止

するなどの措置、また利用が開始となっても通常

と異なるプログラムでの運用など、各事業所・各

地域の実情を鑑み非日常的な形で運営されてい

た。したがって介入の強度も低い状況で評価を行

っている。また評価期間も非常に短い期間となっ

てしまった。各事業所の新規開始事例も抑制傾向

が強かった。したがって全体での症例数が少なく、

プログラムごとの解析を行うことができなかっ

た。さらに症例数も限られており、パイロット的

な研究であることから、多重性の問題も考慮して

いない。 

 今後はさらに症例数を増やし、プログラムごと

の介入効果の違いを検証することが期待される。

またより長い期間での介入効果の評価が必要で

あると考える。 

 

Ｅ．結論 

 本研究結果から障害児通所支援事業所での介入

により児の問題行動に対する改善効果と、保護者

の育児ストレス、取り分け子どもの側面への改善

効果がみられる可能性が示唆された。ただし限ら

れた症例数で、限られた観察期間であるため、よ

り大規模での前向き研究が期待される。そのこと

で支援プログラムごとの効果の検証も期待され

る。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 
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 なし 

  

2.  学会発表 

 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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Appendix 1 子どもへの評価 

 

子どもへの評価                     

    利用開始時    開始３ヶ月後   p値 

        平均   分散   平均   分散     

旭出式社会適応スキル検査           

 全検査スキル得点  191.3 ± 82.1  199.0 ± 91.4  0.156 

  言語スキル  68.8 ± 26.3  71.3 ± 27.8  0.317 

  日常生活スキル  22.3 ± 12.7  21.7 ± 12.4  0.774 

  社会生活スキル  45.0 ± 25.4  47.1 ± 26.9  0.161 

  対人関係スキル  55.2 ± 26.8  58.9 ± 29.2  0.064 

             

対人応答尺度-2           

 総合得点  62.0 ± 27.4  66.1 ± 28.4  0.840 

  社会的気づき  9.4 ± 3.3  9.2 ± 4.1  0.541 

- 19 -



  社会的認知  15.0 ± 7.3  13.7 ± 7.1  0.187 

  社会的コミュニケーション  19.6 ± 9.1  21.8 ± 11.8  0.258 

  社会的動機づけ  9.4 ± 3.9  9.3 ± 3.2  0.516 

  興味の極限と反復行動  10.2 ± 6.3  12.1 ± 7.6  0.182 

             

異常行動チェックリスト日本語版           

 合計得点  26.4 ± 23.9  22.7 ± 22.3  0.490 

  興奮性  8.3 ± 8.1  6.4 ± 6.5  0.343 

  無気力  4.1 ± 5.1  3.3 ± 5.1  0.669 

  常同行動  1.3 ± 2.5  1.3 ± 2.3  1.000 

  多動  10.2 ± 9.6  9.7 ± 10.2  0.625 

    不適切な言語   2.4 ± 1.9   1.9 ± 1.5   0.042* 

Appendix 2 保護者への評価 
 

保護者への評価                         
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    利用開始時      開始３ヶ月後        

    合計 平均  分散  合計 平均  分散  p値 

WHO QOL 26             

 合計得点  82.4 3.2 ± 0.4  81.1 3.1 ± 0.5  0.711 

  身体的領域  22.4 3.2 ± 0.6  22.1 3.2 ± 0.5  0.570 

  心理的領域  18.9 3.1 ± 0.4  17.6 2.9 ± 0.5  0.376 

  社会的関係  9.7 3.2 ± 0.6  9.7 3.2 ± 0.6  0.754 

  環境  25.4 3.2 ± 0.4  25.7 3.2 ± 0.6  0.301 

  全体  6.0 3.0 ± 0.8  6.1 3.1 ± 0.7  0.175 

Parenting STRESS Index短縮版             

 総点   54.3 ± 11.9   49.4 ± 11.3  0.059 

  子どもの側面   27.3 ± 6.5   23.8 ± 5.3  0.047* 

  親の側面   27.0 ± 6.5   25.7 ± 6.8  0.234 

GHQ精神健康調査票 30             
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 合計得点   7.8 ± 7.5   7.8 ± 4.6  0.686 

  一般的疾患傾向   1.3 ± 1.6   1.8 ± 0.8  0.723 

  身体的症状   1.7 ± 1.7   1.8 ± 1.6  0.830 

  睡眠障害   1.9 ± 1.5   1.6 ± 1.2  0.269 

  社会的活動障害   0.9 ± 1.1   0.9 ± 0.8  0.586 

  不安と気分変調   1.3 ± 2.0   1.1 ± 1.6  0.166 

    希死念慮うつ傾向     0.7 ± 1.4     0.7 ± 1.2   1.000 
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令和２年度 厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業 

「障害児支援の質の向上を図るための各種支援プログラムの効果検証のための研究」 

分担研究報告書 

 

ABA に基づく集団療育の短期的有効性に関する前方視的研究 
 

研究分担者  稲田 尚子 （帝京大学文学部心理学科） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ. 研究目的 

自閉症スペクトラム障害（Autism Spectrum 

Disorders: ASD）は，発達早期から生涯に渡る

支援が必要な発達障害である。ASD の発達経路

は多様であり，後に診断基準を満たさない最適

な予後（Optimal Outcome: OO）を獲得する児

も存在することが注目されてきている（Sutera 

et al., 2007）。ASD の発達を促進し，症状を軽

減するためには早期からの介入が重要である。

北米では，応用行動分析（Applied Behavior 

Analysis: ABA）や Early Start Denver Model 

（ESDM）による早期介入の結果，短期的な効

果が示されており（ Dawson et al.,2010, 

Hayward et al.,2009），ABA については長期

的な効果も報告されている（Sheinkopf & 

Siegel,1998）。しかしながら，いずれの介入技

法も週数十時間の集中的な介入を基本とし，高

価である。日本で一般的に行われている早期療

【研究要旨】 
本研究は，児童発達支援事業所に通所する幼児を対象として，2 歳から 3 歳まで 1 年間実施され

た集団での早期支援プログラムの短期的有効性について，前方視的に詳細に検討することを目的と

して行われた。対象は、児童発達支援事業所に通所する幼児 20 名（男：女＝3：2）で、支援プロ

グラムの平均開始年齢は 29.45 ヶ月（範囲 24～38 ヶ月）であった。支援プログラムの基本は、

PRT（Pivotal Response Treatment：基軸行動発達支援法）であり、週 9 時間のグループ療育お

よび週 1 時間の個別療育を実施した。発達水準は新版 K 式発達検査を用いて評価し、総合 DQ、

姿勢・運動 DQ、認知・適応 DQ、言語・社会 DQ について、支援開始前、半年後、一年後の変化

を比較した。すべての側面について、測定時期の主効果が認められ、多重比較を行ったところ、い

ずれも支援開始前と比較して半年後、一年後の値が有意に上昇しており、また半年後と一年後の値

に有意な差は認められなかった。適応水準は Vineland-II 適応行動尺度を用いて評価し、適応行動

総合点、コミュニケーション領域得点、日常生活スキル領域得点、社会性領域得点、運動スキル領

域得点について、支援開始前、半年後、一年後の変化を比較した。すべての側面に対して、測定時

期の主効果が認められ、多重比較を行ったところ、適応行動総合点、コミュニケーション領域得

点、日常生活スキル領域得点、社会性領域得点は、支援開始前と比較して半年後の値が有意に上昇

しており、また半年後の値と比較して一年後の値が有意に上昇していた。一方、運動スキル領域得

点は、支援開始前と比較して半年後および 1 年後の値は有意に上昇していたが、半年後と一年後の

値には有意な差は認められなかった。以上より、知的障害と発達障害を抱える児を主な利用対象児

とする障害児通所支援事業所に通所する 2 歳児に対して、週 10 時間の集中的な支援プログラムの

有効性が示されたと考えられる。 
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育プログラムの特色は，低頻度，非集中的であ

り，方法は折衷的で，親子参加を重視する点で

ある。しかしながら、我が国では，児童福祉法

の改正により、幼児期には児童発達支援事業所

で児のニーズに応じた日数、頻度の支援を公費

で受けられるようになり、中には応用行動分析

の原理を用いた支援を行っている事業所も存

在する。しかしながら、現在までのところ、通

所支援事業所で行われた前方視的研究はほと

んどない。 

本研究は，児童発達支援事業所に通所する幼

児を対象として，2 歳から 3 歳まで 1 年間実施

された集団での早期支援プログラムの短期的

有効性について，前方視的に詳細に検討するこ

とを目的として行われた。 

 
Ｂ．研究方法 

対象：対象は、児童発達支援事業所に通所する幼児

20 名（男：女＝3：2）で、支援プログラムの平均

開始年齢は 29.45ヶ月（範囲 24～38ヶ月）であっ

た。 

支援プログラム内容：支援の方法の基本は、PRT

（Pivotal Response Treatment：基軸行動発達支

援法）とした。グループ療育のプログラムは以下の

通りである。（1）登園・朝の支度・トイレ・自由

遊び（10：00～10：15）：上靴を履き、タオル・コ

ップ・水筒を準備する、トイレ、手洗い、出席ノー

トにシールを貼る、お友だちと遊ぶ、（2）絵本の

時間（10：15～10：20）：絵本を読む、動作や言葉

の真似をする、絵本について答える、発音の練習、

（3）朝のお集り（10：20～10：30）：朝の歌、挨

拶、カレンダー（日付、曜日、天気、季節）、季節

の歌、手遊び、インタビュー（名前、年齢、質問）、

（4）工作・料理・季節の行事（10：30～10：50）：

手本や仲間を見ながら作品を完成させる、料理は

協力し苦手な感触も楽しめるように工夫する、（5）

手洗い・お弁当準備（10：50～11：00）：友だちと

助け合いながら、お弁当の準備をする、みんな揃う

まで待つ、手を合わせて「いただきます」と言う、

（6）お弁当・お片づけ・歯磨き（11：00～11：30）：

フォーク、お箸を使って食べ手はお弁当に添える、

お片付け、歯磨き、手を合わせて「ごちそうさま」

と言う、（7）お外遊び（雨の日は室内遊び）（11：

30～12：20）：トイレ、手洗い、帽子をかぶり靴を

履いて待つ、ペースを合わせて友だちと手を繋い

で歩く、交通ルールを意識する、色鬼などのルール

のある遊び、月齢を意識した運動、友だちを意識し

た遊具遊び、（8）トイレ・着替え・帰りの支度（12：

20～12：40）：トイレ、各自着替え、脱いだものは

畳んで袋にいれる、タオルや水筒をリュックに入

れる、本を選んで待つ、（9）絵本の時間・帰りの

お集まり（12：40～12：45）：絵本、季節の歌、手

遊び、振り返り、質問に答える、帰りの歌、挨拶、

（10）お迎え・保護者の話・自由遊び（12：45～

13：00）：子どもが頑張ったこと、頑張りたいこと

を伝える、各家庭での取り組みを保護者から報告。

グループ療育は、1グループ 6～8名が参加し、PRT

のトレーニングを受けた心理士 1 名、言語聴覚士

2名によって行われた。個別療育は、グループ療育

で課題がみられた領域を中心に、グループ療育担

当者 3名のうちいずれかによって実施された。 

評価指標：発達水準を評価するために新版 K 式発

達検査を用いた。適応行動を評価するために、

Vineland-II適応行動尺度を用いた。介入前および

介入１年後に発達水準および適応行動について評

価を実施した。 

評価時期：支援開始前、半年後（平均間隔 6.2 ヶ 

月），1 年後（12.9 ヶ月）の 3 時点で評価した。 

分析方法：新版 K式発達検査の総合 DQ、姿勢・運
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動 DQ、認知・適応 DQ、言語・社会 DQ について、

および Vineland-II 適応行動尺度の適応行動総合

点、コミュニケーション領域得点、日常生活スキル

領域得点、社会性領域得点、運動スキル領域得点に

ついて、それぞれ一元配置分散分析を行った。 

倫理的配慮：本研究は、大正大学研究倫理委員会の

承認を受けて行われた。実施に際しては、研究参加

者とその保護者に対して、書面と口頭で研究内容

について説明し、書面で同意を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

発達水準：総合 DQ、姿勢・運動 DQ、認知・適応 DQ、

言語・社会 DQについて、支援開始前（T1）、半年

後（T2）、一年後（T3）の変化を図 1および表１に

示した。すべての側面について、測定時期の主効果

が認められ、多重比較を行ったところ、いずれも支

援開始前と比較して半年後、一年後の値が有意に

上昇しており、また半年後と一年後の値に有意な

差は認められなかった。 

 

     図 1 発達水準の 3時点の変化 

 

適応水準：適応行動総合点、コミュニケーション領

域得点、日常生活スキル領域得点、社会性領域得点、

運動スキル領域得点について、支援開始前（T1）、

半年後（T2）、一年後（T3）の変化を図 2および表

2に示した。すべての側面に対して、測定時期の主

効果が認められ、多重比較を行ったところ、適応行

動総合点、コミュニケーション領域得点、日常生活

スキル領域得点、社会性領域得点は、支援開始前と

比較して半年後の値が有意に上昇しており、また

半年後の値と比較して一年後の値が有意に上昇し

ていた。一方、運動スキル領域得点は、支援開始前

と比較して半年後および 1 年後の値は有意に上昇

していたが、半年後と一年後の値には有意な差は

認められなかった。 

 

 

     図 2 発達水準の 3時点の変化 

 

Ｄ．考察 

知的障害と発達障害を抱える児を主な利用対象

児とする障害児通所支援事業所に通所する 2 歳児

に対して、週 10 時間の 1 年間の早期療育の結果、

発達水準および適応行動の有意な上昇が認められ

ることが明らかになった。発達的側面では、すべて

の側面で半年後の上昇が認められ、1年後にはその

水準を維持していた。適応行動については、すべて

の側面で半年後の上昇が認められ、コミュニケー

ション、日常生活スキル、対人関係の側面は 1 年

後もさらなる上昇が認められ、運動スキルの側面

は 1年後の維持が確認された。2歳という最早期に

おいて、集団での支援プログラムの有効性を定量

的に示した研究はほとんどなく、本研究で得られ

た結果は我が国における集中的な早期支援の有効

性を示す重要な知見の 1つとなるであろう。 
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 本研究の限界は複数ある。対象数が少ないこと、

対象の特徴が不明であること、対照群を設けてい

ないことなどがある。今後対象数を増やし、また対

照群を設定してより質の高い研究デザインで実施

する必要がある。また、対象の特徴について、より

詳細にアセスメントを行うことが求められる。さ

らに、今回は集団での分析であるため、今後本研究

で行った支援プログラムの恩恵を受けやすい幼児

の特徴など丁寧に検討していく必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 知的障害と発達障害を抱える児を主な利用対象

児とする障害児通所支援事業所に通所する 2 歳児

に対して、週 10 時間の 1 年間の早期療育の結果、

発達水準および適応行動の有意な上昇が認められ

ることが明らかになった。2歳という最早期におい

て、集団での支援プログラムの有効性を定量的に

示した研究はほとんどなく、本研究で得られた結

果は我が国における集中的な早期支援の有効性を

示す重要な知見の 1つとなるであろう。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 なし  

2.  学会発表 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 
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令和２年度 厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業 

「障害児支援の質の向上を図るための各種支援プログラムの効果検証のための研究」 

分担研究報告書 

 

介入プログラムの普及を促進・阻害する要因の調査 

 

研究分担者  宇野 洋太 （大正大学カウンセリング研究所） 

日詰 正文 （国立重度知的障害者総合施設のぞみの園） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ. 研究目的 

障害者自立支援法が改正され「障がい者制度

改革推進本部等における検討を踏まえて障害

者等の地域生活を支援するための関係法律の

整備に関する法律」が成立したことで、平成２

４年から障害児福祉サービスの仕組みが大き

く変わった。特に障害児通所支援事業所の数・

設置率は拡大している一方、サービス内容が事

業所の裁量に任されてきたこともあり、事業所

間での支援の質の格差が大きいことが問題と

なっている。 

他方で国際的には神経発達症のある幼児お

よび学齢期の児童に対して、有効性を示す介入

技法のエビデンスが集積しつつある。具体的に

は取り分け TEACCH Autism program（以下，

TEACCH）や応用行動分析（Applied Behavior 

Analysis，以下 ABA）およびそれを基本にした

Picture Exchange Communication System（以

下、PECS）、ペアレントトレーニングなどと

いったプログラムである。 

【研究要旨】 
 近年、障害児通所支援事業所の数・設置率は拡大している一方、サービス内容が事業所の裁

量に任されてきたこともあり、事業所間での支援の質の格差が大きいことが問題となってい

る。世界的には神経発達症のある幼児および学齢期の児童に対して、有効性を示す介入技法の

エビデンスが集積しつつある。本研究では事業所においてこれら有効性が確認されているプロ

グラムがどの程度参考にされているか、また事業所においてこうしたプログラムを導入するこ

とを阻害する因子は何かを調査した。 

障害児通所支援事業所で勤務している支援員 38名に、特定のプログラムを実施するに至っ

た経緯や実施した理由、実施するための取り組みや工夫、対象者の選定、他のプログラムある

いはいずれのプログラムも実施しない理由などを質問法にて調査した。 

多くの障害児通所支援事業所では、一人一人の児に対して、集団活動のみならず個別に対応

する時間を設けているが、その対応の技法には、有効性が実証されているプログラムより、独

自の経験・理論に基づくプログラムが実施されている場合が多いことがわかった。他方で有効

性が実証されているプログラムなどを参考にしたいが職員に知識や経験不足が存在し、実施の

妨げとなっているケースも多くみられた。また実施するとしても職員研修等に困難さがあり、

その背景には研修が職員個人に任され、費用・時間等の個人負担がプログラム実施の阻害要因

のひとつになっているということが示唆された。事業所としても、より質の高いサービス提供

ができるようになるような制度面への改善を求める回答も多く存在した。 
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こうした有効な介入方法が明らかとなりつ

つある現状にも関わらず、事業所間での支援の

質の格差が大きい状況にあるため、本研究では

事業所においてこれら有効性が確認されてい

るプログラムがどの程度参考にされているか、

また事業所においてこうしたプログラムを導

入することを阻害する因子は何かを調査した。 

 
Ｂ．研究方法 

障害児通所支援事業所で勤務している支援

員 38 名に、特定のプログラムを実施するに至

った経緯や実施した理由、実施するための取

り組みや工夫、対象者の選定、他のプログラ

ムあるいはいずれのプログラムも実施しない

理由などを質問法にて調査した。 

 

倫理的配慮 

本研究の実施に際して、大正大学の研究倫

理委員会の承認を得て、それに則り実施して

いる。参加者からは文書にて説明と同意の取

得を行なった。 

  

 

図 1. 施設に対する利用者の支援ニーズ 

対象者 

 対象者 38名のうち 3名は事業所の経営者、16名

は児童発達管理責任者であった。他は 1 名の非常

勤職員を除き、全員が常勤職員であった。また回答

者のうち 19 名は児童福祉領域での勤務経験が 10

年以上であった。 

 勤務施設は幼児期のみを対象とした施設で働い

ているものは 8 名、学齢期のみを対象とした施設

で働いているものは 11名、両方を対象とした施設

で働いているものは 19名であった。いずれも対象

の障害は神経発達症で、うち半数の 19名は身体障

害のある児童も対象としている施設で働いていた。

さらに被虐待児を対象としている施設のものも 14

名いた。またいずれも通所施設であった。 

 回答者の保有する資格は保育士が最も多く14名、

幼稚園教諭 8名、教員免許 7名であった。その他、

作業療法士を 4 名、言語聴覚士を 3 名、特別支援

学校教諭免許を 1 名が保有していた。TEACCH 

Autism Program、 Applied Behavior Analysis 

Programs などの公式なライセンス、自閉症スペク

トラム学会の自閉症スペクトラム支援士などを保

有しているものはいなかった。1名は日本音楽療法

学会の音楽療法士の資格を保有していた。 
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Ｃ．研究結果 

1. 対象者の支援ニーズ（図 1） 

 利用児童に対する支援のニーズとして最も多か

ったものは発達の維持・促進であり 21名（55.3%）

で、身辺自立などを含む生活技能の維持・向上 19

名（50.0%）、対人関係技能などの社会技能の維持・

向上 14 名（36.8%）、コミュニケーション機能の

維持・向上 14名（36.8%）がその後多かった。知能

や認知機能の維持・向上としたものが8名（21.1%）

おり、その他、運動機能の維持・向上、問題となる

行動の軽減、安全に過ごすとしたものがそれぞれ

６名（15.8%）みられた（重複あり）。 

 

2. 子どもに実施している支援プログラム 

 子どもに対するプログラムを実施するための設

定であるが、1対 1での指導場面を設けていると回

答したものは 35名で 92.1%であった。全体の活動

に対する 1 対 1 の活動の時間の割合は、２割程度

が最も多く（13 名、34.2%）、３割程度（10 名、

26.3%）が次に多かった。1対 1での活動のみと回

答したものも１名（2.6%）みられた。 

 

図 2. プログラム全体における 1対 1の割合 

 

 

2-1. 集団での活動（図 3） 

 集団での活動において参考にしているプログラ

ムがないと回答したものは 1 対 1 での活動のみと

回答した１名を除く 37名のうち 16名（43.2%）で

あった。そのうち 10名は独自のプログラムを実施

していると回答し、6名はプログラムはないと回答

した。 

プログラムはないと回答した 6 名のうち 4 名は

参考にしたいプログラムがあるが実施できていな

いと回答した。参考にしたいプログラムは 2 名が

ソーシャルスキルトレーニング、1名が認知行動療

法と回答した。実施できていない理由は、職員の知

識・経験不足といずれもが回答した。 

集団活動において参考にしているプログラムが

あると回答した 21名のうち、13 名（61.9%）は感

覚統合と回答し最も多かった。それに次いで

TEACCHが 10名（47.6%）、ソーシャルスキルトレ

ーニング 9名（42.9%）、運動療法 6名（28.6%）、

ABA5名（23.8%）、PECS4名（19.0%）、音楽療法と

コミュニケーション指導がそれぞれ 2 名（9.5%）

であった。神経発達症児への介入効果のエビデン

スのあるプログラムである TEACCH 、ABA、PECSの

いずれかあるいは複数を行なっていると回答した

ものは 11名（29.7%）であった。 

支援ニーズと支援プログラムの関係では、発達

の維持・促進をあげているものでとそうでないも

のとで比較すると、あげているものでは PECS

（15.0% vs 5.9%）、ソーシャルスキルトレーニン

グ（35.0% vs 11.8%）、感覚統合（45.0% vs 23.5%）

が多かった。一方、TEACCH、ABAは両者で同程度で

あった。 

身辺自立などを含む生活技能の維持・向上をあ

げているものにおいては、TEACCH（38.9% vs 15.8%）、

ABA（22.2% vs 5.3%）を実施しているものが多く、

他はいずれもあげていないものと同等か、むしろ

あげていないものの方が多かった。 

また対人関係技能などの社会技能の維持・向上
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をあげているものにおいては、特別にそのもので

採用していることが多いプログラムはみられなか

った。 

コミュニケーション機能の維持・向上をあげた

ものにおいては TEACCH（57.1% vs 8.7%）、ABA

（21.4% vs 8.7%）、PECS（21.4% vs 4.3%）、運動

療法（28.6% vs 8.7%）を採用しているものが多か

った。 

問題となる行動をあげているものにおいては

PECSを採用しているものが多く（14.3% vs 8.7%）、

TEACCHは同等かやや多め（33.3% vs 25.9%）であ

った。他のプログラムは採用されていない場合が

圧倒的に多かった。 

 

2-2. 1対 1での活動（図 3） 

 38 名中、集団での活動しかなく、1 対 1 の活動

がないと回答したのは 3名（7.9%）であり、他方、

1対 1での活動のみと回答したものは 1名（2.6%）

であった。 

 1 対 1 での活動において参考にしているプログ

ラムがないと回答したものは、集団での活動のみ

と回答した 3名を除いた 35名中 12名（34.3%）で

あり、そのうち半数の 6 名は独自のプログラムを

実施していると回答した。残りの 6 名のうち、参

いと回答したものは 4 名であった。その理由とし

て職員の知識・経験不足と人手不足をあげたもの

がそれぞれ 1名ずつであった。 

 

 1 対 1 での活動において最も多く取り入れられ

ているプログラムは感覚統合で 12 名（34.3%）で

あった。また同様に TEACCHも 11名（31.4%）と多

かった。これらに次いでソーシャルスキルトレー

ニング 8名（22.9%）、PECS6名（17.1%）、ABA5名

（14.3%）であった。神経発達症児への介入効果の

エビデンスのあるプログラムである TEACCH 、ABA、

PECS のいずれかあるいは複数を行なっていると回

答したものは 13名（37.1%）であった。1対 1での

活動のみと回答したものが採用しているプログラ

ムは感覚統合であった。 

支援ニーズと支援プログラムの関係では、発達

の維持・促進をあげているものでとそうでないも

のとで比較すると、あげているものでは PECS

（26.3% vs 6.3%）、感覚統合（47.4% vs 18.8%）、

ソーシャルスキルトレーニング（36.8% vs 6.3%）

を採用しているものが多く、TEACCH、ABAはあげて

いるものとあげていないものとで同程度であった。 

図 3. 活動において参考にしているプログラム 
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身辺自立などを含む生活技能の維持・向上をあ

げているものにおいては、TEACCH（44.4% vs 17.6%）、

ABA（21.1% vs 6.3%）を実施しているものが多く、

他はいずれもあげていないものと同等か、むしろ

あげていないものの方が多かった。 

また対人関係技能などの社会技能の維持・向上

をあげているものにおいては、特別にそのもので

採用していることが多いプログラムはみられなか

った。 

コミュニケーション機能の維持・向上をあげた

ものにおいては TEACCH（66.7% vs 13.0%）、ABA

（25.0% vs 8.7%）を採用しているものが多かった。 

問題となる行動をあげているものにおいては

TEACCHがやや多め（40.0% vs 30.0%）であった。

他のプログラムは採用されていない場合が圧倒的

に多かった。 

 

3. 保護者に実施している支援プログラム 

 保護者に提供しているサービスに関して、ない

と回答したものは 38名中 4名（10.5%）であった。

最も多かったのは定期の個別相談で26名（68.4%）、

続いて、勉強会 14名（36.8%）であった。ペアレン

トトレーニングを実施していると回答したものは

12 名で 31.6%であった。その他、定期の集団での

相談会 9名（23.7%）、家庭訪問 8名（21.0%）であ

った。提供しているサービスがないと回答した4名

中、その理由を職員の知識・経験不足と回答したも

のは 2名であった。 

 

 家族へのサービスを実施している月当たりの時

間数は、１家族当たり平均で、ペアレントトレーニ

ングが 1.7 時間、定期の個別相談が 1.2 時間、集

団での相談会が 1.2 時間、家庭訪問が 0.5 時間、

勉強会が 0.5 時間であった。その他も含め、合計

は平均で 5.0時間であった。 

 ペアレントトレーニングを行なっているもので、

利用者の支援ニーズとして問題となる行動をあげ

たものはいなかった。反対に問題となる行動をあ

げたもので、特別多く採用されている保護者向け

のプログラムもなかった。 

 

4. プログラム実施を阻害している要因 

 集団あるいは 1対 1での活動において、TEACCH、

ABA、PECSといった有効性が示されているプログラ

ムを採用する上での困難さに関して、いずれのプ

ログラムも職員への教育の困難さ（TEACCH9名中 4

名、ABA2 名中 2 名、PECS7 名中 3 名）をあげてい

た。また PECSに関しては実践自体の困難さ（7名
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中 2名）、TEACCHと ABAに関してはスーパービジ

ョンを受けることができない（うまくいかなかっ

たときに相談できる先がない）があがっていた（そ

れぞれ 9名中 1名、2名中 1名）。さらに事業所で

実践をしたとしても、家庭や他への汎化の困難さ

を TEACCHでは 9名中 4名が、PECSでは 7名中 3名

があげていた。 

 また支援プログラムに関して、職場内研修があ

ると回答したものは 38 名中 5 名（13.2%）であっ

た。また外部での研修に参加する際に代休を取得

できたり費用を職場で負担してくれると回答した

ものは 4名（10.5%）であった。他は自己負担で研

修に参加している、仕事の休みの日を利用して参

加しているなどの回答が多くみられた。研修が遠

方であったり高額であるなどの理由から書籍を読

んで技能を習得していると回答したものも 3 名

（7.9%）、外部研修は無料のものを選んで参加して

いると回答したものが 1 名（2.6%）存在した。研

修へのニーズを感じない、外部の研修の情報がな

いと回答したものもそれぞれ 1 名（2.6%）ずつみ

られた。 

 さらに問題点としてお預かりの制度と、発達支

援の制度とを分けた評価や仕組みを希望する、家

族支援を行っている事業所に対してもっと高い評

価を希望する、家庭支援や保護者支援がもっと上

手く行くような制度や仕組みを希望するとした制

度面への要望、また経営と人手の問題、支援の質を

充実させていくことを進めて行きたいが、小さな

事業所独自でそれを考え、進めていくことはとて

も難しく、限界があるとの意見も複数存在した。そ

の他、教育機関との連携をもっと図れるようにな

ると良い、家庭との連携をもっと図れるようにな

ると良い、関係機関との連携を深めたいとの意見

もみられた。 

 

Ｄ．考察 

 本調査研究においては、全国の障害児通所支援

事業所で実践されている支援プログラムの実態

を調査したり、有効性が実証されているプログラ

ムの実施を促進・阻害する因子を、当該施設で勤

務する支援員への質問紙調査にて調べた。 

全体のうち 92.1%のものが集団での活動のみな

らず 1対 1での活動を行なっており、60.5%のもの

が活動全体の 2〜3 割の時間が 1 対 1 での活動で

あるとのことであった。したがって多くのものが

利用児童の個別性を尊重して対応していること

が示唆された。 

他方、介入技法に関してである。神経発達症児

への介入効果のエビデンスのあるプログラムであ

る TEACCH 、ABA、PECSのいずれかあるいは複数を

行なっていると回答したものは集団活動の場面に

おいては 29.7%、1対 1での活動の場面においては

37.1%であった。一方で、参考にしているプログラ

ムがないと回答したものは集団活動の場面におい

ては 43.2%で、そのうち 62.5%は独自のプログラム

であった。また 1 対 1 の活動の場面においては

34.3%が参考にしているプログラムがないと回答

し、そのうちの 50.0%は独自のプログラムを行なっ

ていた。つまり 6〜7割のものが介入効果のエビデ

ンスがあるプログラムを参考にしておらず、その

半数程度が参考にしているプログラムはないと回

答した。さらにそのうち 5〜6割程度のものは独自

のプログラムを実施しているということであった。 

一部支援ニーズによっては特定のプログラムが

選択されやすい傾向がみられた。具体的には、発達

の維持・促進に対しては PECS、ソーシャルスキル

トレーニング、感覚統合が採用されやすく、身辺自

立などを含む生活技能の維持・向上およびコミュ

ニケーション機能の維持・向上に対しては TEACCH、

ABAが、また問題となる行動に対しては TEACCHが
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採用されやすい傾向が示された。 

これらのことから、障害児通所支援事業所にお

いては、利用児童の個別性を尊重し対応している

ものの、未だ根拠のあるプログラムより独自施設

の経験則に基づくやり方を採用しているところ

が多く存在すること、生活技能の維持・向上およ

びコミュニケーション機能の維持・向上などの特

定のニーズに対しては TEACCHや ABAが参考にされ

やすいことがわかった。また参考にしているプロ

グラムはないと回答したものの、参考にしたいプ

ログラムはあり、職員の知識・経験不足から実施

できていないと回答したものも多く存在した。 

 有効性が実証されているプログラムの実施を

阻害する要因としても、教育の困難さ、実践自体

の困難さ、実施したとしてもスーパービジョンを

受けることができないということがあがっていた。

さらに事業所で実践をしたとしても、家庭や他へ

の汎化の困難さを半数近いものがあげていた。 

 こうした問題が生じる背景には各事業所におけ

る内部研修の実施や外部研修などに対するサポー

ト体制の違いが挙げられる。神経発達症に関して、

あるいはその支援に関しての職場内研修が実施さ

れている事業所は 13.2%に留まる。外部研修に関し

ても 10.5%の事業所は、研修に参加する際に代休を

取得できたり費用を職場で負担してくれると回答

したが、他は自己負担で研修に参加したり、仕事の

休みの日を利用して参加している状況である。そ

のため、無料の外部研修のみ参加している、研修に

は参加せず書籍で対応しているなどの状況にある

ものも存在した。事業所としても支援の質の向上

をはかりたいが経営とマンパワーとの関係から、

支援や支援者への教育に十分に費用や時間をかけ

られない現状があるとの内容の回答も非常に多く

みられた。 

 今回の調査ではその趣旨を理解し参加の同意を

表明したものに対して実施している。したがって

支援に対して積極的に各種プログラムの実施を取

り組んでいるものがより多く参加した可能性があ

る。したがってサンプリングバイアスが存在し、支

援や各種プログラムの活用に消極的なものは参加

していない可能性がある。したがって潜在的には

参考にしているプログラムがないものの割合がも

っと多い可能性がある。また各種プログラムを参

考にしているかを評価したが、参考にしていると

いう程度も一様ではない。実際プログラムの効果

が発揮される水準で行われているのか、プログラ

ムの実施の水準を評価する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 本調査から、多くの障害児通所支援事業所では、

一人一人の児に対して、集団活動のみならず個別

に対応する時間を設けているが、その対応の技法

には、有効性が実証されているプログラムより、

独自の経験・理論に基づくプログラムが実施され

ている場合が多いことがわかった。他方で有効性

が実証されているプログラムなどを参考にした

いが職員に知識や経験不足が存在し、実施の妨げ

となっているケースも多くみられた。また実施す

るとしても職員研修等に困難さがあり、その背景

には研修が職員個人に任され、費用・時間等の個

人負担がプログラム実施の阻害要因のひとつに

なっているということが示唆された。事業所とし

ても、より質の高いサービス提供ができるように

なるような制度面への改善を求める回答も多く

存在した。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 
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2.  学会発表 
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なし 
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なし 
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